
別表　　【ナーサリールーム】

支払予定月

５，４８０円 児童１人年額

２５０，０００円 １施設年額

備考

１　児童の年齢は、年度の初日の年齢とする。

２　障害児保育対策事業の対象児童は、次のいずれかに該当する児童をいう。

(1)特別児童扶養手当の支給対象児童

(2)身体障害者手帳又は療育手帳を保持している児童

(3)病院、診療所又は保健所の医師等から、身体障害者障害程度等級表に規定する障害と同程度の障害を有すると診断された児童

(4)病院、診療所若しくは保健所の医師又は児童相談所長から知的障害と診断又は判定をされた児童

(5)その他市長が障害児保育対策事業の対象と認める児童

3　月の途中において、新たに委託対象児童の認定、又は委託対象児童の取消がなされた者については、その月の保育事業、長時間保育促進事業、

　　障害児保育対策事業、保育料軽減事業、多子軽減事業の委託料は、日割り計算とする。

(1)同一世帯から複数の児童が、同一のナーサリールーム・家庭保育室（以下「認定施設」という。）に入所している場合は、最も年齢の高い児童を除いた児童

(2)同一世帯から複数の児童が、複数の認定施設に入所している場合は、最も年齢の高い児童を除いた児童

(3)同一世帯から複数の児童が、認定施設と認可保育所・幼稚園・認定こども園・小規模保育事業所・事業所内保育事業所・家庭的保育事業所・

   特別支援学校幼稚部・児童心理治療施設通所部・企業主導型保育事業所に入所または児童発達支援・医療型児童発達支援・居宅訪問型児童発達支援を

   利用している場合は、認定施設に入所している児童

5　多子軽減事業加算「兄弟姉妹のうち3人目以降で０・１・２歳児」の対象となる児童の要件は、次に掲げるとおりとする。

(1)同一世帯に３人以上の子ども（委託対象児童及び当該児童の兄弟姉妹）が同居していること。又は同一生計の世帯に子どもが ３人以上いること。

(2)当該児童が、第３子以降かつ３歳未満であること。

６　保育料軽減事業及び多子軽減事業は、児童の保護者が負担する保育料の額から、当該児童に係る子ども・子育て支援法（以下「法」という。）第３０条の１１第１項の

　　規定による施設等利用費の支給（以下「施設等利用費支給」という。）がされる額を控除した額の範囲内とする。ただし、次に掲げる場合においては、保護者が負担す

　　る保育料の額の範囲内とする。

(1)保護者が当該児童のナーサリールーム保育料に係る施設等利用費支給を受けない場合

(2)当該児童が月の途中において、新たに委託対象児童に認定され、又は委託対象児童の認定を取り消された場合

(3)当該児童が月の途中において、新たに法第３０条の５第１項の規定による認定を受け、又は法第３０条の９第１項の規定により認定を取り消された場合

(4)当該児童が法第７条第１０項第５号に定める子ども・子育て支援施設等の利用について施設等利用費支給を受ける場合

(5)施設が月の途中において、新たに法第３０条の１１第１項の確認を受けた場合

(6)施設が月の途中において、法第５８条の６第１項の規定による確認の辞退をし、又は法第５８条の１０第１項の規定により確認の取消し若しくは停止がされた場合

7　常勤職員とは1日実労働時間6時間以上、1か月20日以上（概ね週5日以上）勤務する職員とする。

４・５月

４月～６月、７月～１２月の各期間中、
各初日の委託対象児童数の最も多い
月の児童数に単価を乗じて得た額。

毎月初日に在籍する常勤職員数（ただ
し、調理・調乳に関わる職員について
は常勤職員に含めてよい。）に委託単
価を乗じて得た額。

職員１人月額（限度額）

職員１人年額（限度額）

児童１人年額（限度額）

１０・３月

６・１２月

１０・３月労働安全衛生法に基づき、健康診断
の実施が義務付けられている職員数に
委託単価を乗じて得た額。

4  多子軽減事業基本分「０・１・２歳児」「３・４・５歳児」の対象となる児童は、次に掲げるとおりとする。

１２，０００円

１０・３月

多子軽減事業加算分

新年度入室促進費 １９，６８０円

３５歳未満

児童１人につき

１施設年額（限度額）

１施設年額（限度額）

②職員健康診断

２７，６００円

３５歳以上 ７，３００円

③乳幼児健康診断

前年度３月１日と４・５月の各初日の委
託対象児童数の差に委託料単価を乗
じて得た額。

施設割

      賠償責任保険事業

      傷害保険事業

事業区分

長時間保育促進事業

障害児保育対策事業

①職員検便
保
健
衛
生
事
業

運
営
事
業

保育料軽減事業

保 育 事 業

多子軽減事業基本分

３，０００円

児童１人月額（限度額）

委託料単価及び委託基準

２５，０００円 児童１人月額

４，０００円

１６，０００円 児童１人月額

対象児童１人月額

２，５００円

児童１人月額（限度額）

日々１１時間以上保育を
している児童１人月額

保育料の軽減を行った場合、左記の金
額を限度額として加算する。１０，０００円

８，０００円

１，６８０円

職員１人年額（限度額）

兄弟姉妹のう
ち3人目以降
で０・１・２歳
児

１０,０００円 児童１人月額（限度額）
多子軽減事業基本分「０・１・２歳児」
「３・４・５歳児」とは別に、左記の金額を
限度額として加算する。

毎月

毎月初日における委託対象児童数に
委託料単価を乗じて得た額。

０・１・２歳児

　１・２歳児

　３・４・５歳児

３・４・５歳児

児童１人月額

児童１人月額（限度額）

　０歳児 ５０，０００円

２０，０００円

３７，０７０円

９，０００円 職員１人月額

毎月初日に在籍し、処遇改善のための
手当等の支給を実際に受けている常
勤職員数（ただし、代表者を除く。）に
委託単価を乗じて得た額。

１０・３月処遇改善事業


